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１ 郵便事業株式会社の概要

略 称 日本郵便

本社所在地
〒100-8798
東京都千代田区霞が関1丁目3-2（日本郵政本社ビル）

設 立 平成19年10月1日

事業内容

郵便の業務
印紙の売りさばき
お年玉付郵便葉書等の発行
国際・国内物流事業 等

代表者
代表取締役会長（CEO）・北村憲雄
代表取締役社長・團宏明

資本金 1,000億円

総資産 2兆1,495億円（平成20年3月31日）

従業員数 95,920名 (臨時従業員128,343名を除く。) （平成20年3月31日）

主要株主 日本郵政株式会社 100%

関連会社の状況
（直接出資があるもの）

（６社）

(株)ＪＰロジサービス（出資比率：67.6％）
ＪＰビズメール(株)（出資比率：51.0％(間接出資分を除く。) ）
(株)ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス（出資比率：33.3％）
(株)ＪＰ物流パートナーズ（出資比率：51.0％）
日本郵便輸送準備（株）（出資比率：100.0％）
(株)ＪＰメディアダイレクト（出資比率：51.0％）

（平成20年3月31日）

支社支店

支社 13箇所
支店 1,093箇所
集配センター 2,559箇所
（平成20年3月31日）
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営業収益 1兆536億円、 経常利益 1,137億円、 当期純利益 694億円

当期の総取扱物数は、郵便 125億5,686万通、ゆうパック 1億3,807万個、ゆうメール(旧冊子小包) 12億945万冊

決算（①） 事業計画（②） 対事業計画（①－②） （参考１）承継計画 （参考２）公社・郵便業
務18年度下期実績

営業収益 10,536 10,621 ▲84 10,460 10,625

営業費用 9,499 9,753 ▲254 9,780 9,681

経常利益 1,137 1,030 108 820 948

当期純利益 694 792 ▲97 490 733

〔21年3月期業績予想〕 営業収益 18,880億円、 経常利益 700億円、 当期純利益 540億円

２ 郵便事業株式会社の平成１９年度決算（19.10～20.3）

実績 事業計画 (参考)１８年度下期実績

総計 139億4百万（▲1.6%） 140億32百万（▲0.7%） 141億37百万

内国郵便 125億16百万（▲2.8%） 126億98百万（▲1.4%） 128億76百万

国際郵便 41百万（▲4.8%） 41百万（▲5.2%） 43百万

荷物 13億48百万（10.7%） 12億93百万（6.2%） 12億17百万

ゆうパック 1億38百万（▲2.8%） 1億51百万（6.6%） 1億42百万

ゆうメール 12億9百万（12.5%） 11億41百万（6.2 %） 10億75百万

（損益） 単位:億円

（種類別引受物数） 単位:通(個)
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３ 業務区分別収支と郵便の種類別収支（平成２０年７月３１日 郵便事業株式会社で公表した内容）

業務の区分 営業収益 営業費用 営業利益

目的内業務 ９０２，２６７ ７９７，９８２ １０４，２８４

目的外業務 １５１，４０９ １５１，９２０ ▲ ５１１

合 計 １，０５３，６７６ ９４９，９０２ １０３，７７４

種 類 別 営業収益 営業費用 営業利益
（参考）
通年ベース営業利益注１

内国郵便 ８，２２７ ７，２１３ １，０１５ ７１５

第一種（封書） ４，０５０ ３，２９２ ７５８ １，０２３

第二種（はがき） ２，８９８ ２，５５４ ３４３ １５３

第三種（雑誌、新聞） １１２ １７９ ▲６７ ▲１５６

第四種（通信教育等） ５ １５ ▲９ ▲１８

特殊取扱（書留、速達等） １，１６２ １，１７３ ▲１０ ▲２８７

国際郵便 ４３８ ４０５ ３３ ８２

計 ８，６６５ ７，６１８ １，０４７ ７９６

（業務区分別収支）

（郵便の種類別収支）

目的内業務とは、郵便事業株式会社法第３条第１項及び第２項に規定する郵便業務、印紙の売りさばき業務等
目的外業務とは、郵便事業株式会社法第３条第３項に規定する荷物（ゆうパック、ゆうメール）、ロジスティクス、カタログ販売等の業務

単位：百万円

単位：億円

注 １ 平成１９年度下期の営業利益に日本郵政公社の平成１９年度決算（上期）の営業利益を加算したもの（今回公表する資料には含まれない）。
２ 荷物の収支については、郵便事業株式会社が任意で公表を行うもの。

荷物（ゆうパック、ゆうメール）注２ １，４８１ １，４８６ ▲ ５ ４

単位：億円
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４ 郵便事業の損益計算（決算）の推移

区 別 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
１９年度
上期

１９年度
下期

１９年度
上期＋下期

(▲2.1) (▲0.8) (0.2) (▲0.3)

営業収益 19,666 19,248 19,090 19,134 8,544 10,536 19,081

(▲1.1) (▲0.1) (▲0.4) (▲3.3)

営業原価 18,136 17,941 17,923 17,859 8,331 8,936 17,268

人件費 13,513 13,695 13,694 13,705 6,327 5,829 12,157

経費 4,623 4,246 4,228 4,154 2,004 3,106 5,110

営業総利益 1,530 1,306 1,166 1,274 213 1,600 1,813

(8.0) (2.0) (▲2.4) (10.5)

販売費及び一般管理費 925 998 1,019 994 536 562 1,099

人件費 515 512 544 541 276 149 425

経費 409 486 474 452 260 413 673

営業利益 605 307 147 279 ▲323 1,037 714

(46.3) (14.6) (▲12.2) (136.3)

営業外収益 55 81 93 81 46 146 193

(▲38.2) (▲29.9) (▲17.9) (26.8)

営業外費用 205 127 89 73 45 46 92

経常利益 455 262 151 288 ▲322 1,137 814

特別利益 43 68 129 60 18 2 20

特別損失 235 47 254 330 7,842 13 7,856

当期利益 263 283 26 18 ▲8,146 1,125 ▲7,020

法人税、住民税及び事業税等 431

当期純利益 694

（注） 数字は切り捨て表示となっている。
１５年度～１９年度上期については、日本郵政公社郵便業務の決算である。
１９年度下期については、郵便事業株式会社の決算である。
上段の（ ）内は対前年増減率を示す。

単位：億円、（％）

特別損失を除くと
▲303億円

19年度上期特別損
失を除くと 821億円
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種類別
平成１９年度（上期） 平成１９年度（下期） 平成１９年度（上期＋下期）

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

内国郵便 6,208 6,508 ▲300 8,227 7,213 1,015 14,436 13,721 715

第一種郵便物 3,783 3,518 264 4,050 3,292 758 7,833 6,810 1,023

第二種郵便物 1,348 1,538 ▲190 2,898 2,554 343 4,246 4,093 153

第三種郵便物 107 196 ▲89 112 179 ▲67 220 376 ▲156

第四種郵便物 5 13 ▲8 5 15 ▲9 10 28 ▲18

特殊取扱 965 1,242 ▲277 1,162 1,173 ▲10 2,128 2,415 ▲287

国際郵便 373 324 49 438 405 33 811 729 82

郵便計 6,581 6,833 ▲251 8,665 7,618 1,047 15,247 14,451 796

小包郵便物（荷物） 1,565 1,556 9 1,481 1,486 ▲5 3,046 3,041 4

計（郵便＋荷物） 8,146 8,388 ▲242 10,146 9,103 1,043 18,292 17,492 801

種類別
平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益

内国郵便 16,294 15,715 579 15,247 15,027 220 14,397 14,282 116 14,246 13,987 259

第一種郵便物 9,094 8,334 761 8,488 7,729 760 7,873 7,310 563 7,764 7,097 667

第二種郵便物 4,727 4,572 156 4,485 4,467 18 4,343 4,194 150 4,236 3,996 240

第三種郵便物 443 659 ▲216 347 583 ▲236 264 489 ▲225 237 443 ▲206

第四種郵便物 16 45 ▲30 12 38 ▲25 10 32 ▲22 11 29 ▲18

特殊取扱 2,013 2,106 ▲92 1,914 2,211 ▲296 1,907 2,257 ▲350 1,998 2,422 ▲424

国際郵便 833 798 36 823 751 71 803 752 51 817 728 89

郵便計 17,127 16,513 614 16,070 15,779 291 15,200 15,033 167 15,063 14,714 348

小包郵便物（荷物） 1,686 1,676 10 2,345 2,264 81 3,052 2,982 70 3,239 3,221 18

計（郵便＋荷物） 18,814 18,189 624 18,415 18,043 372 18,251 18,015 236 18,302 17,935 366

５ 郵便の種類別収支の推移

（注） １ 四捨五入等のため、計算上、合計は一致しません。
２ 営業収益及び営業費用には、受託業務等の収益、費用は含まれていません。
３ 民営分社化に伴う会計制度の変更等により、郵便事業会社の計数（平成１９年度下期）と郵政公社の計数（平成１５～１９年度上期）は単純に比較できません。

単位：億円
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６ 種類別引受物数等の推移

4,4,236

区 別
平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

平成１９年度
（上期）

平成１９年度
（下期）

平成２０年度
（第１四半期）

物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率

百万通 ％ 百万通 ％ 百万通 ％ 百万通 ％ 百万通 ％ 百万通 ％ 百万通 ％ 百万通 ％

総計（郵便＋荷物） 25,587 ▲2.3 25,004 ▲2.3 24,819 ▲0.7 24,677 ▲0.6 24,522 ▲0.6 10,618 0.7 13,904 ▲1.6 5,352 ▲0.4

郵便計 24,889 ▲3.3 23,575 ▲5.3 22,744 ▲3.5 22,360 ▲1.7 21,995 ▲1.6 9,438 0.0 12,557 ▲2.8 4,753 ▲1.3

普通通常郵便物 24,261 ▲3.0 22,956 ▲5.4 22,116 ▲3.7 21,712 ▲1.8 21,318 ▲1.8 9,118 ▲0.1 12,200 ▲3.1 4,592 ▲1.4

第一種（封書） 12,335 ▲3.9 11,658 ▲5.5 11,194 ▲4.0 11,048 ▲1.3 10,729 ▲2.9 5,419 ▲1.9 5,311 ▲3.9 2,778 ▲1.2

第二種（はがき） 7,560 ▲3.2 7,307 ▲3.4 7,082 ▲3.1 6,995 ▲1.2 6,946 ▲0.7 3,329 1.5 3,617 ▲2.6 1,681 ▲1.5

第三種（定期刊行物、新聞等） 857 ▲11.6 687 ▲19.7 624 ▲9.3 588 ▲5.8 533 ▲9.3 259 ▲13.9 274 ▲4.5 127 ▲3.8

第四種（盲人用点字郵便物等） 41 9.2 35 ▲14.2 31 ▲10.4 30 ▲4.3 27 ▲7.9 14 ▲11.2 14 ▲4.3 7 ▲4.2

年賀 3,359 0.3 3,226 ▲3.9 3,120 ▲3.3 3,035 ▲2.7 2,980 ▲1.8 2,980 ▲1.8

選挙 110 656.7 42 ▲62.1 65 54.8 16 ▲75.2 102 537.3 98 1,000.0 5 ▲34.9

特殊通常郵便物
（書留、速達等）

543 ▲14.0 538 ▲1.1 550 2.3 573 4.1 604 5.5 288 2.9 316 8.0 146 3.0

国際郵便物 84 ▲9.6 81 ▲3.7 78 ▲4.4 76 ▲2.4 73 ▲3.9 32 ▲2.6 41 ▲4.8 16 ▲2.9

荷物 698 57.8 1,430 104.8 2,075 45.1 2,317 11.7 2,528 9.1 1,180 7.3 1,348 10.7 598 6.6

ゆうパック 182 9.9 215 17.8 247 14.9 268 8.6 272 1.4 134 6.1 138 ▲2.8 61 0.1

ゆうメール 516 86.5 1,215 135.6 1,828 50.5 2,049 12.1 2,256 10.1 1,047 7.4 1,209 12.5 538 7.4

（注） 増減率は、対前年同期に対する増減率である。 ４－６


